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⚖ む す び

⚑ は じ め に

2022年（令和⚔年）⚒月15日開催の担保法制部会第13回会議および⚓月
22日開催の第14回会議では，部会資料13「担保法制の見直しに関する中間
試案のとりまとめに向けた検討(2)」に基づき，特定債権譲渡担保および
集合動産譲渡担保・集合債権譲渡担保の立案等につき，検討がなされた。
本稿では，部会資料13を中心に検討するが，特定債権譲渡担保および集合
動産譲渡担保・集合債権譲渡担保における物上代位の問題については，今
回は割愛させていただく。部会資料13は，部会資料⚒および第⚓回会議の
議論を踏まえたものであるので，こちらも適宜引用する。
なお，本稿においては，部会資料通りに引用する場合には「 」を付け
て引用し，筆者なりに要約して引用する場合には「 」を付けない。ま
た，会議議事録に公表された部会長・各委員・各幹事の意見も，必要な限
りで要約して引用させていただいているが，必ずしも正確な引用になって
いない箇所があるかもしれない。その場合についてはお詫びをするととも
に，誤解して引用した部分についてはご指摘をいただければ幸いである。

⚒ 集合動産・集合債権に対する譲渡担保権の設定の可能性

⑴ 動産の集合体に対する譲渡担保権の設定の可能性
この問題については，部会資料⚓および第⚓回会議議事録を素材とし
て，私の見解を述べた1)。この度，部会資料13および第13回会議議事録を

1) 生熊長幸「集合動産譲渡担保の目的物の範囲の特定と実行方法」立命館法学399・400号
30～36頁（2022年⚓月）。
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入手したので，それらをもとに改めて検討する。

⒜ 部会資料13
部会資料13「第 2 集合動産・集合債権の担保化」「 1 動産の集合体に
対する新たな規定に係る担保権の設定の可能性」は，次のように提案して
いる。

｢新たな規定に係る担保権は，種類，所在場所，量的範囲の指定その他の
方法により特定された範囲（以下「特定範囲」という。）に属する動産の集
合体（設定後に新たに動産がその集合体に加入することが予定されている
ものを含む。）を一括して目的とすることができるものとしてはどうか。」

⒝ 部会資料13の（説明）
❞ 動産の集合体についての担保権設定可能性 ⅰ 新たな規定に係
る担保権は，構成部分が変動する集合動産を目的として設定することがで
きることを明らかにしようとするものであり，部会資料⚓第 1 1 と基本
的には同様であり，判例（最判昭和54年⚒月15日民集33巻⚑号51頁，最判昭和
62年11月10日民集41巻8号1559頁）を踏襲しようとするものである。
ⅱ 動産の集合体を目的とする担保権設定を可能とする規定を設ける意
義は，設定後に構成部分が変動した場合でも，新たな設定行為を要せずに
新たに構成部分となった動産に担保権が及び，また，集合動産について対
抗要件を具備しておけば，その対抗要件具備の効力が新たに構成部分と
なった動産を包含する集合動産にも及ぶ点にある。本文の括弧書きにおい
て，「設定後に新たに動産がその集合体に加入することが予定されている
ものを含む。」と規定しているのは，この点を明らかにする趣旨である。
❟ 集合動産の定義 ⅰ 部会資料⚓第 1 1 においては，構成部分
が変動する動産の集合体にルールの適用対象を限定するため，「集合動産」
の要件として，設定者の所有に将来属すべきものを含んでいることを提案
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したが，もともと設定者が所有して別の倉庫内に保管していた商品を移動
することによっても，担保の目的財産である集合動産の内容は変動するか
ら，部会資料13では，特定範囲に設定後に新たに加入することが予定され
ているものも含むという記載に変更した。
ⅱ 現行法上は，現存しない動産や設定者の所有に属しない動産につい
ては，担保権を設定し対抗要件を具備することができないという考え方が
一般的であり，本文の記載は，あくまで集合動産の変動の範囲で担保権が
及ぶことを認めるに過ぎず，設定者が将来入手する特定の動産への担保権
設定を認めることを意図したものではない。
❠ 経済的一体性等の要件の要否 本文では，経済的一体性，取引上
の一体性など，集合物としての効果を導くのにふさわしい状態などを集合
動産の明示的な要件としては要求していない。これは，前掲の最高裁判例
が明示的な要件としてこのような要件を要求していないこと，どのような
場合に集合物としての効果を導くのに適した関係が認められるかを明確な
要件として定めることは困難であることなどを踏まえたものである。
もし明文化するとすれば，「取引上の社会通念に照らし，構成部分が変
動しても集合体の同一性を維持して存続すると認められる」などとするこ
ともあり得るが，どのように考えるか。
❡ 担保の目的として認められるための特定 ⅰ 担保権の及ぶ客観的

範囲の特定の必要性 担保の目的とするためには，担保権の及ぶ客観的範
囲が特定されていることが必要である。判例ではその具体例として，種
類，所在場所及び量的範囲を指定する方法が挙げられているが，この⚓つ
の要素をすべて具備しなければならないわけではなく，またこれら⚓つの
要素以外の他の方法によることも可能であると考えられる。
ⅱ ｢在庫一切」でもって集合動産の特定ありと認められるか ｢在庫一切」
によっては特定が認められないとすると，事業の拡大などの正当な理由で
新しい倉庫に搬入された動産には担保権の効力が及ばないなどの不都合が
ある。逆に，「在庫一切」によって特定が認められるとすると，設定者が
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他の債権者からの資金調達が困難になったり，設定者に対する一般債権者
への弁済の原資が少なくなったりするという問題がある。もっとも，担保
権者と設定者との間で，在庫の全ての保管場所を列挙することになれば，
「在庫一切」による特定を認めることと実質的にはほとんど変わらない。
｢在庫一切」によって特定が認められるとしても，この点は，立法に当
たり明文化することに馴染まないように思えるため，本文ではそれに触れ
ていない。もっとも，担保権の登記制度・登録制度においては，そのこと
が担保権の目的の特定方法などに反映されるべきである。
ⅲ ｢設定者の所有に属する」という限定が付されていた場合 部会資料⚓
第 1 1 において，「設定者の所有に属する」という限定が付されているか
否かで実質が変わらないのに，この限定が付されていることをもって担保
権設定の効力が否定されるのは均衡を失するので，限定が付されていた場
合も，特定方法として有効なものと考えることを提案していた。これにつ
いては前記提案を維持することが妥当であると考えられるが，この点につ
いては立法に当たり明文化することは馴染まないように思われる。

⒞ 第13回会議における議論2)

動産の集合体に対する譲渡担保権の設定の可能性については，以下のよ
うに様々な意見が述べられた。①部会資料の第 2 1 の集合動産譲渡担保
と部会資料の第 2 2 の集合動産譲渡担保とは，意味が違うのか（藤澤治奈
幹事），②部会資料の第 2 1 は，流動する集合動産および流動する動産と
流動しない動産をまとめて担保に取った集合動産を扱っており，⚒以下で
は，流動するものについて扱っている（法務省・笹井朋昭幹事）。③担保の
目的の特定の必要性は，目的物の範囲を明確にするという観点だけではな
く，一個の物として見ることができるかなどの観点が必要となってくるの
ではないか，何らかの形で要件化することができればよい（横山美夏委

2) 第13回会議議事録 9～22頁。
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員），④この手の担保物の本質的な内容としては，一定の事業性とか，循
環性，反復性といったことが目的物の要素としては含まれ得るが，設定の
有効要件としてそれを要求するのは，予測可能性を害することもあり，不
明確な点も残るので，難しい，むしろ今回の提案のように，範囲の特定だ
けで，将来加入物にも効力が及ぶような担保の設定は可能だとした上で，
設定者の処分権など循環的な要件を効果，効力の問題として議論すること
が良いのではないか（第一東京弁護士会・井上聡委員），⑤在庫といっても
多義的である，「在庫一切」というときに販売や生産をするために使うと
いうなら，そこでは経済的一体性というものが観念として取り込まれてい
て，範囲としては画されているのではないか，単なる集合体というような
中性の概念では好ましくない（佐久間毅委員）。⑥部会資料が，流動しない
動産の担保化と流動する動産の担保化を提案しているのは適切ではない
か，ただ前者の場合，個々の動産の差し替えが起こるので，それに効力を
及ぼすためには別段の合意が必要となろう（片山直也委員），⑦一般債権者
の弁済原資確保の観点から「在庫一切」により特定を認めることには慎重
であるべき（連合・村上陽子委員），⑧在庫が拡大する局面をスムーズに後
押しするというところでは，「在庫一切」という特定は事業者にとっても
有効なもの，実際に在庫などを担保とする取引では，在庫を処分しても簿
価の⚒割，⚓割になるケースが大半である（地方銀行・鈴木俊一郎委員），⑨
在庫一切という物権法秩序を逸脱したような言葉で表現することを認めな
いと，⑧の意見は実現できないのか（道垣内弘人部会長），⑩事細かに特定
することは可能だと思うが，追加の事務負担などの問題がある（鈴木委
員），⑪様々なオプションを使えるようにしておくことが大事ではない
か，「在庫一切」で特定があると認めるかは，コストや利便性との兼ね合
いの問題だと思う（金融庁・尾﨑有幹事），⑫在庫の種類が増えるとか物を
移動させるとか，事後的な変更があった場合に，在庫一切という言葉を使
わないと実務に何らかのハードルをもたらすことになるかもしれない，他
の債権者との関係では，例えば⚑割カーブアウトするとか別のルールを考
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えた方が筋としてはいいのではないか（藤澤幹事），⑬カーブアウトの問
題は倒産法のところでやるべきではないか，どうして集合動産譲渡担保の
ようなタイプの担保だけをカーブアウトの対象にするのかという問題も出
てくる（道垣内部会長），⑭在庫一切を認めると，何の歯止めもなく，最終
的には担保として認めるのに値しないものまで担保にできるということに
なってしまうのではないか（佐久間委員）。

⒟ 検 討
❞ 動産の集合体についての担保権設定可能性 部会資料13の（説
明）でよいと考える。
❟ 集合動産の定義 第13回会議では，部会資料の第⚒の⚑と⚒とで
は，集合動産の適用範囲が異なる旨の担当官からの説明があった。しか
し，流動する動産と流動しない動産をまとめて一つの集合動産として集合
動産譲渡担保の目的にすることはあるのだろうか。流動する動産は，事業
として販売し，また入手する動産を予定しているのであり，債権者が流動
しない集合動産も担保に取るとしても，それは別の集合動産譲渡担保の目
的にするのではないかと思われる。そして，流動しない動産の集合物の譲
渡担保の場合には，特定動産譲渡担保の法律関係を適用すればよいのであ
るから，これにつき特別の立法は必要としない。
したがって，今回の立法に当たっては，集合物を構成する個々の動産が
変動することを予定している流動集合動産について，法律関係を規定する
ということになるのではなかろうか。そうとすると，部会資料第⚒の⚑
は，適切ではなく，例えば，「新たな規定に係る担保権は，種類，所在場
所，量的範囲の指定その他の方法により特定された範囲（以下「特定範囲」
という。）に属する動産及び設定後に新たに特定範囲に加入する動産を一括
して目的とすることができるものとしてはどうか。」とすべきなのではな
いかと考える。
❠ 経済的一体性等の要件の要否 これについては，部会資料13の

集合動産譲渡担保および集合債権譲渡担保の立案をめぐる問題について（生熊)

237 ( 813 )



（説明）でよいと考える。
❡ 担保の目的として認められるための特定 ⅰ 担保権の及ぶ客観的

範囲の特定の必要性 部会資料13の（説明）でよいと思われる。
ⅱ ｢在庫一切」でもって集合動産の特定ありと認められるか この問題に
ついては，すでに私見を公にしている3)。部会資料13は，「在庫一切」に
よって特定が認められるという立場に近いように見えるが，この点は，立
法に当たり明文化することに馴染まないように思えるとして，立法には盛
り込まないという立場である。私もそれでよいと考えるが，私見は，次の
ようなものである。
まず，「在庫」という概念が問題となる。第13回会議の意見にも見られ
るように，「在庫」を単に「倉庫に存在する物」と理解するならば，「在
庫」には種々雑多な動産を含むということになろうが，取引界において
は，商品，製品，半製品など企業などが所有する販売前の流動資産を意味
するようであり，そうであれば，「在庫」というだけで動産の種類は特定
しているとみることができよう。したがって，倉庫に保管されている，設
定者が他に販売する予定の商品以外の，例えば設定者が使用する予定で買
い入れて倉庫に保管していた什器備品は，「在庫」ではないので，集合動
産譲渡担保の目的物の範囲には入らないということになる。
そこで，設定者所有の甲倉庫の「在庫一切」とした場合は，「在庫」と
いうことで種類が特定し，甲倉庫ということで所在場所も明らかになり，
「甲倉庫の在庫一切」ということで量的範囲も明らかであるから，集合動
産譲渡担保の目的の範囲は特定されているといってよいであろう。
設定者所有の「在庫一切」とした場合は，設定者が複数の倉庫を有して
いるあるいは複数の倉庫を有することになることが前提となっており，そ
れらの複数の倉庫の「在庫一切」を，集合動産譲渡担保の目的としようと
するのであるが，この場合にも，種類，所在場所，量的範囲が明らかに

3) 生熊・前掲注 1 ) 「集合動産譲渡担保の目的物の範囲の特定と実行方法」立命館法学
399・400号32～36頁。
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なっており，集合動産譲渡担保の目的の範囲は特定されているといってよ
いであろう。このことによって，設定者が物を設定者所有の他の倉庫に移
してしまった場合にも対応できる。他人の倉庫に物が移転された場合に，
その動産に集合動産譲渡担保の効力がなお及ぶかについては争いがある
が，私は，第三者が即時取得しない限り，譲渡担保権者はもとの倉庫への
返還を求めることができると考える。
なお，以上のような考えに対しては，設定者が他の債権者からの資金調
達が困難になったり，設定者に対する一般先取特権者や一般債権者のへの
弁済の原資が少なくなったりするという批判もありうるが，債権者は，一
般に融資額に見合った集合動産に譲渡担保権の設定を受けるであろうし，
一般先取特権者や一般債権者は，担保権者が優先弁済を受けた残りから弁
済を受ける仕組みとなっているのであるから，以上のような取扱いでもや
むを得ないのではないかと考える。
ⅲ ｢設定者の所有に属する」という限定が付されていた場合 ｢設定者の
所有に属する」という限定が付されていた場合に，集合動産の中に設定者
の所有に属しない動産が存在していたときは，部会資料の（説明）にある
ように，集合動産譲渡担保としては有効と解して，ただ設定者の所有に属
しない動産には集合動産譲渡担保の効力が及ばないとして扱えばよい。部
会資料13の（説明）は，この点については，立法にあたり明文化すること
は馴染まないように思われるとして，部会資料13第 2 1 にはこの点の明
文化はないが，これでよいと考える。

⑵ 集合債権譲渡担保における集合物・集合債権概念について
⒜ 部 会 資 料
部会資料は，集合動産譲渡担保については，⑴で見たように，集合物論
に依拠して，動産の集合体を一括して譲渡担保の目的とすることができる
旨の規律を置く必要があるが，集合債権譲渡担保の場合は，集合物論に依
拠する必要はないので，債権の集合体を一括して譲渡担保の目的とするこ
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とができる旨の規律を置かないこととしている。この点については，議論
の余地があろう。

⒝ 部会資料の（説明）
❞ 部会資料⚓の（説明)4) 動産に関しては，本来的には，現存し
ない動産について譲渡の効力を認め，対抗要件の具備を認めることはでき
ないが，集合物論という考え方を通して，対抗要件の具備時期を当初の担
保設定時としているのに対し，債権については，現存していない将来債権
の譲渡及び対抗要件具備が一般的に認められているため，担保目的の取引
に特化した規律は必要とされない。また，債権担保の目的で複数の債権を
一括して譲渡する場合については，一つの集合債権が譲渡担保の対象とな
るのではなく，個々の債権が譲渡担保の対象となるとされており，経済的
一体性は要件とされていない。以上から，本文は，集合動産譲渡担保の場
合（部会資料第 1 1 ）と異なり，複数の債権を一括して担保の目的とする
場合についての規定を置くことを提案していない。
❟ 部会資料13の（説明） 部会会議において，特段異論はなかった
ため，引き続き，規定を置くことを提案していない5)。

⒞ 担保法制部会における議論
❞ 第⚓回会議における議論6) 部会長は，この点について意見を求
めたが，意見表明は見られなかった。
❟ 第13回会議における議論7) ①集合債権という名前を付けたの
は，こういう概念を設けておいた方が，特定の債権だけではなくて，広く
将来債権も含めた形で担保の目的として取ったという場合を描写するのに

4) 部会資料 3 7 頁。
5) 部会資料13 9 頁。
6) 第⚓回会議議事録35頁。
7) 部会資料13 8 頁，22～25頁。
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便利な概念だからである，中身の構造としては結局は⚑個⚑個の債権が譲
渡されているのだ，そういう意味では，特定債権の譲渡担保と違うことが
起こっているわけではなく，特定債権譲渡担保と区別する必要は本来的に
はないのではないか，一つの目的物と捉えて担保設定をするのだというわ
けではない（笹井幹事），②集合債権については債権譲渡自体が始期と終
期を特定して包括的な債権譲渡が認められるという判例法理になってお
り，かつ民法の改正でそういうことが認められているので，結局個別債権
の問題という話になる，そうであるならば特別な規律を置く必要はないと
いうのがここに書いてあることである，もっとも，集合動産における集合
物と同じような集合債権論というものを構築すべきであるという強い意見
もあるところであり，どのように考えたらよいか（道垣内部会長），③集合
債権譲渡担保では，設定者の取立権限が想定されており，固定化を前提と
した集合物概念を，循環型の集合債権譲渡担保にも導入する意味は大いに
あるのではないか（片山委員），④集合債権譲渡担保において，集合物論
的に考えないと，将来債権で個別債権を全部担保に取っているから，今あ
る個別債権につき譲渡担保の実行をしても，その後も延々と個別債権が担
保の目的として入ってくることになる，集合債権概念を入れた方がいいの
かというのは，設定段階ですべてについて対抗要件を具備した地位を有
し，それによって優先関係を確保できるかということとは別に，実行ある
いは倒産の局面で及ぶ範囲の枠づけとして，将来債権を一つの区画でく
くっているということに意味を持たせる必要はないかという限りでは，や
はり考える必要がある，もっともそのことを明文化する必要はない（沖野
眞已委員）。

⒟ 検 討
最近の多くの学説は，部会資料⚓の（説明）にあるように，集合動産譲渡
担保の場合には，現存しない動産につき現時点で担保の目的とすることがで
きないとされており，将来，集合物に加入する動産については加入した時点
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で担保権の対象となり対抗要件を具備するということになると，設定者無資
力後に加入した動産は，詐害行為取消しの対象になるという問題があるの
で，集合物論を採る必要があるが，集合債権譲渡担保の場合には，未だ発生
していない将来債権についても将来債権の譲渡（民466条の⚖第⚑項）として
現時点で担保の目的とすることができ，また同時に第三者対抗要件を具備す
ることができるから（民467条⚑項），集合物論を採る必要はなく（集合債権に
第三債務者不特定の債権を含む場合には，集合物論を採っても，民法467条による第

三者対抗要件は具備しえない。動産債権譲渡特例法⚔条⚑項により譲渡登記であれば

可能である。），分析論に立ち，個別債権の譲渡担保の束として構成すれば足
りるとされる8)。部会資料⚓の（説明）もこの立場を前提とする。
確かに集合債権譲渡担保の場合，集合物論に立たなくても現時点におい
て将来債権を含む集合債権譲渡担保の設定および対抗要件の具備は可能で
あるが，そうであるからといって分析論に立ち，集合債権譲渡担保を個別
債権の譲渡担保の束として構成し，集合物論または集合債権論を採るべき
ではないといえるのか。むしろ集合物ないしは集合債権に一つの担保権が
設定されると観念した方が，集合債権譲渡担保の法律関係を明快に説明で
きるのではないか。
すなわち，部会資料13第 2 ｢ 3 集合債権を目的とする担保権を設定し
た設定者の権限⑴」は，集合債権譲渡担保においては，「設定者は，通常
の事業の範囲内で，その特定範囲に含まれる債権の取立て」等をする権限
を有するものとしてはどうかとするが，集合債権譲渡担保を個別債権の譲
渡担保の束と解すると，設定者が被担保債権につき債務不履行に陥ってお
らず通常の事業を展開している場合に，設定者は弁済期が到来した個別債

8) 安永正昭・講義物権・担保物権法〔第⚔版〕475頁〔有斐閣・2021年〕，角紀代恵・はじ
めての担保物権法〔第⚒版〕200頁〔有斐閣・2021年〕，道垣内弘人・担保物権法〔第⚔
版〕354頁，361頁〔有斐閣・2017年〕，内田貴・民法Ⅲ〔第⚔版〕645頁〔東大出版会・
2020年〕など。これに対して，集合債権を一括して譲渡担保の目的にすると観念する説と
して，近江幸治・民法講義Ⅲ〔第⚓版〕363頁〔成文堂・2020年〕，生熊長幸・担保物権法
〔第⚒版〕349頁〔三省堂・2018年〕。
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権を取り立てることはできないということになるのではないか。なぜ集合
債権譲渡担保の場合に設定者に通常の事業の範囲内での個別債権の取立権
限が認められるかというと，集合債権譲渡担保権者の把握している担保権
というものが，単なる個別債権の譲渡担保の束ではなく，構成部分である
将来債権の現実化と現実化した個別債権の設定者による取立てによる消滅
を繰り返す流動する集合債権に対する一つの担保であるからである。した
がって，設定者の通常の事業の範囲内での個別債権の取立権限を理解する
上でも，集合債権譲渡担保を個別債権の譲渡担保の束としてではなく集合
物論または集合債権論に立って観念した方が適切なのではなかろうか。
また，被担保債権の債務不履行のため集合債権譲渡担保権者が集合債権
譲渡担保の実行に着手した場合も，集合債権譲渡担保を個別債権の譲渡担
保の束と解すると，個別債権に対する譲渡担保権の実行であるから，個別
債権譲渡担保ごとに設定者に対して譲渡担保権の実行通知をする必要があ
るし，また個別債権譲渡担保の実行により被担保債権が満足されない限
り，その後引続き現実化する集合債権の範囲に入る個別債権についても譲
渡担保権の効力が及び，譲渡担保権者は実行することができるということ
になるのではなかろうか（⒞❟④の沖野委員の意見もこのような趣旨ではない
か）。しかしながら，集合債権譲渡担保権者が集合債権譲渡担保の実行に
着手した場合は，その時点で現実化している特定範囲内の個別債権（その
時点で現実に発生している債権であれば，弁済期が何か月か先であってもよい）か
らのみ集合債権譲渡担保権者は被担保債権の優先弁済を受け，それらによ
り被担保債権の全部が満足させられなくても集合債権譲渡担保は消滅する
と解するのが，集合債権譲渡担保につき個別債権の譲渡担保の束と解する
学説を含めて，現在の通説的な見解ではなかろうか9)。そうであるなら
ば，集合債権譲渡担保権の実行を一つの集合債権に対する譲渡担保の実行
と考えた方がよいということになり，この場面でも，集合債権譲渡担保を

9) 森田修編・新注民（7）612頁以下〔角紀代恵〕〔有斐閣・2019年〕，松岡久和・担保物権
法369頁〔日本評論社・2017年〕，内田・前掲注 8 ) 民法Ⅲ〔第⚔版〕645頁など。
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集合物論ないし集合債権論に立って観念した方がよいということになるの
ではなかろうか。
倒産手続が設定者につき開始された場合はどうなるか。清算型倒産手続
である破産手続開始決定の場合には，これにより設定者の事業が停止する
ので，集合債権譲渡担保の目的債権は確定し，その時点で現存する債権に
つき譲渡担保権者は別除権者として第三債務者に対する取立権を行使する
ことになる。これに対して，再建型倒産手続である民事再生手続開始決定
の場合には，その後も事業が継続するので，手続開始決定後に発生した債
権についても集合債権譲渡担保の効力が及ぶかが問題となる。民事再生手
続開始決定により集合債権譲渡担保の目的債権は確定し，手続開始決定後
に発生した債権には譲渡担保の効力は及ばないとする見解があるが，民事
再生手続開始決定によっては集合債権譲渡担保の目的債権は確定せず，譲
渡担保権者による集合債権譲渡担保の実行により目的債権が確定し，実行
以降に発生した債権には，譲渡担保の効力は及ばないとする説が有力であ
るとされる10)。ここでも，この有力説を採れば，集合債権譲渡担保も，集
合物論ないし集合債権論に立って理解した方がよいということになるので
はなかろうか。
このように見てくると，集合債権譲渡担保を個別債権の譲渡担保の束と
解しても，現時点で将来債権を含む集合債権の設定および対抗要件の具備は
法的には可能であるが，その後の集合債権譲渡担保の法律関係や実行の問題
も視野に入れると，集合債権譲渡担保も，一つの集合物ないし集合債権に設
定されるという考え方に立って立案した方がよいように思われる。そこで，
集合債権譲渡担保に関しても，集合動産譲渡担保に倣って，新たな規定に係
る担保権は，譲渡担保の目的債権が特定範囲によって特定され，特定範囲に
現に発生していない債権を含む債権の集合体を一括して目的とすることがで
きる，とする趣旨の規律を設けた方がよいのではないかと考える。

10) 森田編・前掲注 9 ) 新注民（7）614頁以下〔角〕。

立命館法学 2022 年 2 号（402号)

244 ( 820 )



⚓ 集合動産譲渡担保権設定者の権限および
権限を超えて処分した場合の法律関係

集合動産譲渡担保権設定者の権限および権限を超えて処分した場合の法
律関係については，次のような検討がなされている。
⑴ 部会資料1311)

部会資料13第2「 2 集合動産を目的とする担保権を設定した設定者の権
限」
⑴ 集合動産譲渡担保権設定者の処分権限や担保権者の権限について，次
のような規定を設けるものとしてはどうか。
｢ア 設定者は，通常の事業の範囲内で，集合動産の構成部分である動
産を処分し，又は集合動産から逸出させる権限を有する。ただし，
設定行為に別段の定めがあるときは，その定めに従う。
イ 設定者がアの権限の範囲（以下「権限範囲」という。）を超えて
集合動産の構成部分である動産を処分し，又は逸出させるおそれが
あるときは，担保権者は，その予防を請求することができる。」

｢⑵ 設定者が権限範囲を超えて集合動産の構成部分である動産を処分し，
又は逸出させた場合に担保権者のとり得る手段について，どのように
考えるか。」

｢⑶ 設定者が集合動産の構成部分である動産を処分した場合における相
手方の保護については，以下のような考え方があるが，どのように考
えるか。
【案 13.2.2.1】設定者が，通常の事業の範囲内で，集合動産の構成
部分である動産を処分した場合には，⑴アの別段の定めの有無
にかかわらず，処分を受けた者はその動産について権利を取得
する。【通常の事業の範囲を超えた処分がされた場合において，
処分を受けた者が通常の事業の範囲を超えることについて善意

11) 部会資料13 9 頁以下。
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であるときも，同様とする。】
【案 13.2.2.2】設定者が，【通常の事業の範囲内で，⑴アの別段の定
めによって定められた】権限範囲を超えて集合動産の構成部分
である動産を処分した場合において，処分を受けた者が当該処
分が権限範囲を超えていることについて善意であるときは，そ
の動産について権利を有する。

【案 13.2.2.3】特則を設けず，即時取得の規定によるものとする。」

⑵ 部会資料13の（説明)12)

⒜ 設定者の処分・逸出の権限
❞ 設定者が処分等の権限を認められる理由 集合動産譲渡担保にお
いては，集合動産の内容が設定者の事業により変動することが予定されて
おり，判例も，設定者には，その通常の営業の範囲内で，集合物を構成す
る個別動産を処分する権限が付与されているとする（最判平成18年⚗月20日
民集60巻⚖号2499頁）。
設定者が処分等の権限を有すると考えられるのは，それによる集合物全
体の価値の減少が新たな動産の加入によって補填されることが予定されて
いる場合である。そこで，本文⑴では，動産の集合体のうち，設定後に新
たに動産が加入することが予定されているものが担保の目的財産である場
合に，設定者に一定の範囲で処分権が認められることとしている。
❟ ｢通常の事業の範囲内で」に変更した理由 ｢通常の営業の範囲内
で」という言葉を用いると，その動産の処分そのものがその設定者の営業
の内容となる場合に限定されるとの印象を与えるとの評価もある。そこ
で，必ずしも目的動産の処分等が営利性と結びつかないことを明らかにす
る意味で，「通常の事業の範囲内で」という表現に変更した。
❠ 担保権設定当事者間で設定者の処分権限について「通常の事業の範
囲内」とは異なる合意がなされていた場合 原則としてその効力は認め

12) 部会資料13 10～16頁。
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られるが，処分権限を一切認めないという合意（累積的な担保設定）などの
効力を認めるか認めないかを明確に画することは困難と考えられるため，
それについては規定を設けないこととした。
本文⑴アただし書による処分権限の性質について，当事者間の債権的合
意に過ぎないのか，第三者にも対抗し得る効力を有するのかが問題とな
る。そして，次のような場合に，いかなる考えを採るかにより違いが顕在
化する。①ただし書による処分権限の合意があった場合に，処分の権限
の範囲を超えて動産の処分が行われ，それを譲り受けた第三者が当該動産
についてどのような権利を取得するか，②設定者に対する一般債権者に
よる個別動産の差押えがされた場合に，担保権者が差押えに対してどのよ
うな手段を採り得るか，③設定者について倒産手続が開始された場合に，
処分権限に関する特約が管財人または再生債務者を拘束するか。債権的合
意に過ぎないとすれば，①および②の場合については，通常の事業の範囲
を超えていたかどうかが，当該目的物の第三者による完全な所有権取得の
可否や一般債権者による差押えに対して担保権者の採り得る手段の有無を
判断するに当たっての基準となると考えられる。本部会の審議では，本文
⑴アただし書による処分権限には物権的効力があるとする意見があった一
方で，債権的合意に過ぎないとするか，物権的な効力を認めるとしても，
即時取得よりも要件を緩めた第三者保護規定を設けるべきだとする意見が
あった。
他にも検討する課題があり，本文⑴アのような表現にとどめた。なお，
ここで「処分する」とは，個別動産を譲渡するなど，個別動産に関する権
利変動を生じさせる法律行為をするという意味で用いている。設定者が処
分をする権限を有することは，ここでは，処分の相手方が担保権の負担の
ない動産の所有権を取得するとともに，処分の対価として得た代金を自己
のために使用することができるということも意味している。また，処分に
加えて「逸出させる」という文言を用いたのは，個別動産を廃棄したり，
担保の目的物を所在場所によって特定している場合に個別動産をその場所
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から搬出したりする事実行為も問題になり得，これらの行為も，通常の事
業の範囲でされている限り，担保権者は介入することができないと考えた
からである。

⒝ 設定者の有する権限の範囲を超える処分や逸出のおそれがある
場合

本文⑴イは，この段階では，当該個別動産は担保の目的の範囲にいまだ
含まれているから，担保権に基づく物権的請求として，その差止めを請求
することができるとするものである。

⒞ 設定者の有する権限の範囲を超える処分・逸出がされた場合
❞ 権限の範囲を超えた個別動産の処分または逸出がされた場合の法律
関係 権限の範囲を超えた処分の効果については次の⚓つの考え方があ
る。①相手方は何らの権利も取得しない，②相手方は，設定者としての
地位を引き継ぎ，いわば物上保証人としての地位に立つ，③相手方は，
負担のない所有権を取得する。
権限の範囲を超えた逸出の効果については次の⚓つの考え方を取り上げ
る。α目的物につき実体法上も担保権の効力が及ばなくなる，β目的物に
つき実体法上の担保権は存続するが，対抗力はなくなる，γ目的物につき
実体法上の担保権も対抗力も存続し，第三者が即時取得すると担保権は消
滅する。
❟ 設定者による権限の範囲を超えた逸出の場合の担保権者の権限
αによれば，目的動産の原状回復の請求などはできず，期限の利益の喪失
や補填等の請求ができるだけである。γによれば，担保権者は担保権の物
権的効力として本来の場所への返還請求などが可能である。βによれば，
設定者や無権原の第三者が占有しているときは原状回復等を請求できる。
❠ 設定者による権限の範囲を超えた処分の場合の担保権者の採り得る
手段 特定動産譲渡担保において，設定者が担保権者の同意なしに目的
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動産を第三者に譲渡すると，担保権者による担保目的物の管理が困難にな
るなどの理由で，第三者への譲渡はできないという考えを採るとすると，
集合動産譲渡担保における設定者による権限の範囲を超えた処分も無効
で，第三者は目的動産につき所有権を取得しえないとすること（❞の①の
立場）が親和的である。他方，特定動産譲渡担保において，設定者が担保
権者の同意なしに目的動産を第三者に譲渡すると，目的動産上の譲渡担保
権は存続し，設定者留保権は処分の相手方に移転するという考えを採ると
すると，集合動産譲渡担保における設定者による権限の範囲を超えた処分
の場合も，目的動産上の集合動産譲渡担保権は存続し，処分の相手方は設
定者としての地位を引き継ぐと考えるか（❞の②の立場），集合動産として
の特殊性を重視して，処分の相手方は完全な所有権を取得すると考える
（❞の③の立場）ことが親和的であると考えられる。
①の立場を採った場合，処分後に動産が搬出されたときに担保権者がと
り得る手段は，この（説明）の❟と同様であり，αβγにより異なること
になる。②の立場を採る場合には，αβγのいずれを採るかにもよるが，
担保権者が逸出した当該動産の元の場所への返還を求めることが考えられ
る。個別動産は，一つ一つはそれほど価値が高いとはいえないので，元の
所在場所への返還請求が担保権者の救済方法として実効的であるかどうか
には疑問もあるが，個別動産がある程度まとめて処分された場合には，元
の所在場所への返還を求めることが実効的な手段となり得るし，設定者が
個別動産の受領を受け入れる場合もあり得ることからすれば，原状回復を
請求する余地を残しておくことが望ましいように思われる。

⒟ 権限の範囲を超えた処分が行われた場合の相手方の保護
❞ 上記⒞❞の③（相手方は，負担のない所有権を取得する）の考え方を採
る場合 この場合は，第三者の保護の観点からの対応は不要となる。
❟ 上記⒞❞の①（相手方は何らの権利も取得しない）または②（相手方は，

設定者としての地位を引き継ぎ，いわば物上保証人としての地位に立つ）の考え
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方を採る場合 この場合は，相手方は，即時取得によって保護され得る
（設定者に処分権限がないことについての善意無過失や，占有改定以外の目的物の

引渡しが必要となる）。
部会では相手方を保護するためには，即時取得の要件より簡単な要件が
必要だとする見解もあった。この場合，次のような案が考えられる。
【案 13.2.2.1】 これは，本文⑴アただし書に基づく合意で定められた
権限の範囲を超えた処分であっても，通常の事業の範囲内における処分で
あれば，相手方の主観を問わず，また，目的物の引渡しの態様を問わず，
第三者による目的物の取得を認めるというものである。
これに加えて，通常の事業の範囲を超える取引の相手方についても，相
手方がその取引が通常の事業の範囲内に含まれると認識していれば（善意
無過失までは要求せず善意であれば），相手方を保護するという考え方もあり
得る。この考え方をすみ付き括弧内で示している。
【案 13.2.2.2】 これは，本文⑴アただし書に基づく合意で定められた
権限の範囲を超えた処分であっても，通常の事業の範囲内における処分で
あれば，相手方が上記合意につき善意であれば，目的物の引渡しの態様を
問わず，第三者による目的物の取得を認めるというものである。
また，【案 13.2.2.2】についても，通常の事業の範囲を超える取引の相
手方についても，相手方がその取引が通常の範囲内に含まれると認識して
いれば（善意無過失までは要求せず善意であれば），相手方を保護するという
考え方もあり得る。【案 13.2.2.2】において，【通常の事業の範囲内で，
⑴アの別段の定めによって定められた】の部分を削除すれば，このような
規律とすることが可能であり，このような規律も提案に含める趣旨で，本
文ではすみ付き括弧を付している。
【案 13.2.2.3】 これは，即時取得により第三者保護を行うこととする
もので，特則を設けないとする案である。
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⑶ 第13回会議における議論13)

この問題については，実に様々な意見が表明されている。特に以下の⑦
の意見以降は，「通常の事業の範囲」を超える処分について，これまでの
学説の理解とは異なった理解を前提にして議論が展開され，したがってそ
の場合の法律効果の議論も混乱しているように見える。①部会資料13第
⚒（以下「部会資料」と略す）⚒⑴アのただし書の別段の定めに関して，設
定者に処分権限を一切認めない累積的な担保設定と処分権限が認められる
累積的担保設定があり得るのか，集合動産譲渡担保が実行された後で新た
に入ってくる動産について再び担保権の実行ができるという場合の累積的
な担保設定の合意とは別の趣旨か（都市銀行・本多知則委員），②累積型と
は，設定者に処分権限を一切認めない担保の採り方を表現している，集合
動産譲渡担保が実行された後の再実行ができるという場合の累積的な担保
設定とは着目点が異なる（笹井幹事），③集合動産譲渡担保の場合，担保
の効力は集合物に及ぶが個別の動産には及んでいないというのが私の判例
法理の理解であるが，ここでいう別段の定めをすることによって個別に逐
次入ってくる動産についても担保権を累積的に及ぼすことができることに
なるのか（本多委員），④判例は，集合動産譲渡担保の効力が個別動産に
も及ぶという立場であると一般的には説明されている，そのような判例理
解からすれば，累積的な担保設定をした場合に入ってくる個別の動産につ
いても累積的に担保権が及んでいく（笹井幹事），⑤若干質疑がかみ合っ
ていないような気がする，⚒⑴アでは内容が流動する集合物を前提として
いる，アのただし書の別段の定めというのは，内容が流動する集合物を前
提とした例外であるので，累積的な担保設定はこれに入らない（道垣内部
会長），⑥部会長の回答通りだと思う（笹井幹事），⑦集合動産譲渡担保の
効力は構成部分にも及ぶということを前提とした上で，設定者は通常の事
業の範囲内で構成部分を処分できるということであろうが，大量購入のよ

13) 第13回会議議事録25～40頁。
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うな通常の処分を超えた処分であっても，譲受人は，譲渡担保権者に処分
権限を付与する別個の合意があることを主張して，その権利取得を正当化
できなければならないと思う，通常の事業の範囲よりも更に処分権限を制
限することは，アの別段の定めになるかと思うが，それは債権的合意にな
り，例外的に悪意の譲受人に対しては対抗できるということになるのか
（片山委員），⑧通常の営業の範囲内での設定者の処分権限とかさらに制限
された範囲での処分権限には物権的効力があるとみることも全く差し支え
ないのではないか，そうとすると，これらを逸脱する行為は無効というこ
とになる，無権利者の処分ということになるので，部会資料では，第三者
は善意無過失であれば即時取得で保護されるとする，しかし，処分権限を
有している譲渡担保権者から処分を委ねられた設定者が委ねられた範囲を
逸脱して処分をしているのだから，相手方は逸脱について善意であれば保
護されると考えて，流通の保護を図る方が望ましいのではないか（佐久間
委員），⑨通常の事業の範囲内であれば，合意によって狭められた処分の
範囲を超えてなされた処分の相手方は，善意であれば有効として扱ってよ
い，他方，通常の事業の範囲を超える処分の場合，通常の事業の範囲は取
引上の通念から客観的に決まるものなので，善意無過失であれば相手方は
保護されるということになるのではないか（尾﨑幹事），⑩通常の事業の
範囲を超える処分であれば，譲渡担保権者が集合動産譲渡担保につき対抗
要件を備えている以上目的動産の譲受人に対抗できるということになると
問題ではないか，例えば，集合動産譲渡担保の構成部分である動産をバー
ゲンセールで消費者が買い受ける場合，集合動産譲渡担保の公示力は高く
ないのに対抗要件を具備していれば目的動産の譲受人である消費者にも対
抗でき，譲受人がバーゲンセールだと思ったら，悪意になるのか，そうで
はないだろう，私の説（これはほぼ単独説であるが）は集合動産譲渡担保の
対抗力は個別の動産には及ばないというものだから，私の説がいかに正し
いのかが分かってくるのではないか（それは冗談だが），集合動産譲渡担保
の対抗力はどうせ分からないというのが私の考えである（道垣内部会長），

立命館法学 2022 年 2 号（402号)

252 ( 828 )



⑪ 【案 13.2.2.1】で通常の事業の範囲内で処分を受けた者は，その動産に
ついて担保の負担のない所有権を取得できるというルールであるが，これ
は192条を排除する規定ではないということを確認したい，192条の解釈と
して，相手方に処分権限があると誤診した場合にも192条を使うことがで
きるという考え方もあると思う，そうとすれば，消費者が大安売りで買っ
たというような場合には，192条によってその部分もカバーできるのでは
ないか（藤澤幹事），⑫佐久間委員の発言には，譲渡担保権者が個別動産
につき処分権限を有していてそれを設定者に授権しているという説明が
あったが，弁済期到来前は集合動産譲渡担保権者は，個々の動産について
処分権限を有していないのではないか（阿部裕介幹事），⑬譲渡担保権者は
権限は持っているけれども権限行使が制約されていると考えることができ
るのではないか（佐久間委員），⑭流動性のある集合動産譲渡担保の場合，
設定者に処分権限が与えられているのは，本来は権限がないのに与えられ
ているのか，それとも基本的に認められるものなのか，流動性のある集合
動産譲渡担保の場合には，その類型のものとして本来的に持つものは何な
のかということから考えていくことは十分あり得るだろう，一般的には⑨
の尾﨑幹事のような切り分けではないかと思うが，それも唯一絶対ではな
いのではないか（沖野委員），⑮設定者の処分権に関する設定行為の別段
の定めは，通常の事業の範囲内より権限を狭めることが前提となっている
のか（加藤貴仁幹事），⑯狭める場合も広がる場合もありうる（笹井幹事），
⑰通常の事業の範囲というのは，客観的に定まる範囲内でというのが前
提で議論をしているが，設定者の商売とか，担保権者が何を債務者に期待
しているとか，具体的なシチュエーションによって決まってくるのであっ
て，当事者の合意込みで通常の営業の範囲が決まってくるのではないか，
通常の営業の範囲という状況に依存した概念に「特段の合意」というのを
付け加えるということには，親和性がないのではないか（道垣内部会長），
⑱判例が「通常の営業の範囲内」という言葉を使って処分権限の範囲を
今まで画してきたこともあって，それをそのままルールにしようとしてい
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たところだが，部会長の指摘のように「通常の営業の範囲内」というもの
を客観的なものとして考えてよいのかと思って，部会資料の中でも問題提
起をした，「通常の事業」というものを当事者の合意によってその内容が
決まると理解した場合には，特段の定めをなお残しておくかも問題となる
（笹井幹事），⑲ ｢通常の事業の範囲」というのは，客観的に決まると考え
ていた，当初，最低在庫維持義務として「1,000個の在庫を維持すること」
という定めをおいたところ，事業規模が大きくなったり小さくなったりす
る中で，「通常の営業の範囲内」は，当初の時点では800個から1,200個の
在庫であったところ，その後事業規模が縮小した時点では600個から900個
の在庫になったというように客観的に決まる，他方で，当事者間で「最低
限1,000個維持しなさいよ」という合意は有効だと考えられる，この議論
において一番重要なのは，設定者が倒産したときに担保権者が管財人に対
して何をもって通常の事業の範囲を超えた在庫の処分行為と主張できる
か，何をもって最低在庫維持義務と主張できるかだと思う（井上委員）。

⑷ 検 討
⒜ ｢通常の事業の範囲内で」に変更した点
部会資料13で，従来の「通常の営業の範囲内で」という表現を「通常の
事業の範囲内で」に変更した点は，それで差し支えないと考える。

⒝ 設定者による「通常の事業の範囲」を超えた処分
それに対して，設定者による「通常の事業の範囲」を超えた処分につい
ては，部会資料および第13回会議の議論とも混乱しているように思える。
私は，次の点が重要であると考える。
❞ 設定者に「通常の事業の範囲内での処分権限」が認められること
は，構成部分の変動する集合動産譲渡担保という物権の内容としてとらえ
るべき 金融機関からの融資の担保として集合動産譲渡担保を設定する
場合，設定者が集合動産を構成する個別の動産を売却しまた新たに個別の

立命館法学 2022 年 2 号（402号)

254 ( 830 )



動産を買い入れるなど事業を維持・展開しながら被担保債権を弁済してい
くことが前提となっている。また，集合物論徹底説に立つ道垣内説とは異
なり，判例・多数学説は，集合動産譲渡担保の効力（対抗力を含む）は集
合動産だけではなく集合動産を構成する個別の動産にも及ぶと解してい
る。そうとするならば，設定者が第三者に集合動産を構成する個別の動産
を売却する場合，集合動産譲渡担保の負担の付いた個別動産を売却するわ
けにはいかないから，設定者は通常の事業の範囲内で個別動産を処分する
権限を有し，買い受けた者は集合動産譲渡担保の負担のない動産を取得す
るものとして集合動産譲渡担保は設計されるべき必要がある14)。そしてこ
のことは，集合動産譲渡担保という一つの担保物権の内容となっていると
いうべきである15)。したがって，集合動産譲渡担保において，譲渡担保権
者が「通常の事業の範囲内での処分権限」を設定者に許諾したのかという
問題はどうでもよいことであろう（⑶の⑭の沖野委員の発言に類似の理解が認
められるのではないか）。
もちろん，集合動産譲渡担保の中には累積型の集合動産譲渡担保もあり
え，この場合には設定者は集合動産を構成する個別の動産につき一切の処
分権限を有しないことになる。⑶の⑤⑥で見たように，道垣内部会長も笹
井幹事も，⚒⑴アのただし書の別段の定めというのは，内容が流動する集
合物を前提とした例外であるので，累積的な担保設定はこれに入らないと
されているので，累積型の集合動産譲渡担保は，集合動産譲渡担保ではな
く，分析論的に動産譲渡担保の束と考えられているのかもしれない。
❟ 大量の個別動産の販売や大バーゲンセールは「通常の事業の範囲」
を超える処分か――「通常の事業の範囲」を巡る議論の混乱 部会資料
13では，「通常の事業の範囲」を超える処分の具体例について明らかにし

14) 最判平成18年⚗月20日（民集60巻⚖号2499頁）の判例解説は，設定者に通常の営業の範
囲内において個別の動産を処分する権限が与えられていると解されることは，構成部分の
変動する集合物の性質から当然に導かれるとされている（最高裁判例解説民事篇〔平成18
年度〕852頁〔宮坂昌利〕）。

15) 森田編・前掲注 9 ) 新注民（7）573頁〔小山泰史〕。

集合動産譲渡担保および集合債権譲渡担保の立案をめぐる問題について（生熊)

255 ( 831 )



ていないが，部会資料13に記載された図16)からすると，「通常の事業の範
囲」よりも大量の動産の取引がそれに当たるようにも見えなくはない。第
13回会議においても，「通常の事業の範囲」を超える処分とは何かにつき
きちんとした議論はなされず，設定者が販売する量が通常と比べて大量で
あることや通常の販売価格と比べてかなりの廉価であることなどを前提に
議論がなされていたように見える（⑶の⑦で片山委員は，大量購入を「通常の
事業の範囲」を超える処分として意見を述べられており，⑶の⑧で佐久間委員が処

分を委ねられた設定者が委ねられた範囲を逸脱して処分をしているのだから，相手

方は逸脱について善意であれば保護されると考えて流通の保護を図る方が望ましい

のではないかとされるのも，同様の前提に立っているように思われる。⑶の⑨の尾

﨑幹事の発言の前提も同様ではなかろうか。また，⑶の⑩で道垣内部会長は，消費

者への大バーゲンセールを「通常の事業の範囲」を超える処分と位置付けられ，⑶

の⑪で藤澤幹事もそれを前提に意見を述べられている）。
他方，第13回会議では，設定者による集合動産の構成部分である個々の
動産の処分が「通常の事業の範囲内」であるかにつき，客観的に定まると
する見解（⑶の⑨の尾﨑幹事，⑶の⑲の井上委員の発言など）のほか，客観的
に定まるものではないとする意見も見られた。⑶の⑰の道垣内部会長の発
言もそれであり，「当事者の合意込みで通常の営業の範囲が決まってくる
のではないか」というものである。
しかし，設定者に「通常の事業の範囲内」については個別動産の処分権
限が認められるのは，❞で述べたように，判例・多数学説は，集合動産譲
渡担保を構成する個別の動産にも譲渡担保の効力が及ぶと考えているか
ら，設定者に「通常の事業の範囲内」については個別動産の処分権限が認
められるとして集合動産譲渡担保は設計されないと，買い手は即時取得し
ない限り譲渡担保の負担のある個別動産を取得することになり，設定者は
事業をまともに維持・展開できないからであり，また，「当事者の合意込

16) 部会資料13 15頁掲載の図。
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みで通常の営業の範囲が決ま」るというように，その「通常の事業の範
囲」が客観的に定まらなければ，買い手としては安心して取引ができない
ことになるから，「通常の事業の範囲」は，客観的に定まるべきことにな
る。なお，⑶の⑲の井上委員の発言の中には，事業規模が大きくなったり
小さくなったりする中で，「通常の事業の範囲内」というものは変動する
にせよ，客観的に決まってくる（在庫数何個という形で）という部分がある
が，この発言にも「通常の事業の範囲内」を取引の量を前提に考えられて
いることが表れているし，事業規模により変動するということになると，
取引の相手方にとって「通常の事業の範囲内」が何であるかが分からず，
やはり安心して取引ができないであろう。井上委員の言われるのは，「通
常の事業の範囲内」の問題ではなく，担保価値維持義務の問題であって，
譲渡担保権設定当事者間の問題であり，取引の相手方の動産の取得には影
響を与えないのではなかろうか（設定者が担保価値維持義務に反して構成部分
を売買したときは，「通常の営業の範囲」を超えるという見解もあるが17)，これに

は賛成できない）。
要するに，設定者による処分が「通常の事業の範囲内」であるかどうか
は，譲渡担保権設定当事者間だけではなく，設定者の取引の相手方である
第三者の権利取得にも，譲渡担保の負担のない動産を取得できるのかにお
いて決定的な影響を及ぼすのであるから18)，設定者の事業の種別および取
引の態様により客観的に決まるというべきである。
第13回会議で取り上げられた例でいえば，設定者が集合動産を構成する
一定種類の商品を販売することを事業としている会社であれば，その商品
を一般的な取引価格の許容範囲で販売すること（売買）は「通常の事業の
範囲内」の処分であって，販売する量が時に大量となっても「通常の事業
の範囲内」の処分というべきである（大量の販売の場合に一定の値引きをする
ことも容認される。⑶の⑦の片山委員は，大量購入を通常の処分を超えた処分とさ

17) 森田編・前掲注 9 ) 新注民（7）575頁〔小山泰史〕。
18) 最判平成18年⚗月20日民集60巻⚖号2499頁参照。
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れつつ，譲受人は，譲渡担保権者に処分権限を付与する別個の合意があることを主

張して，その権利取得を正当化できなければならないとされる）。また，消費者
に対する大バーゲンセールにおいて，数量限定の目玉商品など通常の販売
価格と比べて極端な廉価で販売されることはしばしばあり，これはたくさ
んの顧客を獲得するために事業の一環として行われるものであって，一般
には「通常の事業の範囲内」の処分というべきである（多くはネット広告を
含め広く広告がされるが，販売を一定時間に限定したタイムセールの場合もある）。
学説の多くがこれまで「通常の事業の範囲内」による処分とはいえない
例として挙げてきたものは，危機時点での投げ売り，無償譲渡（贈与），
抜け駆け的な債権回収に応じた処分などであり19)，当該会社の通常の取引
量と比べて多量の動産の販売や大バーゲンセールなどは挙げてこなかっ
た。道垣内教授自身も，通常の営業の範囲内の処分であるか否かは，処分
される動産の量により判断されるべきではない，通常の営業の範囲外の処
分だとされるのは，譲渡担保権者の優先弁済権を侵害する目的でなされる
処分の場合や，倒産間際に事業運転資金確保のために投げ売りするような
場合に限られることになろうかとされていたのである20)。
このような学説に立つと，設定者による処分が「通常の事業の範囲内」
であるかどうかは，先に述べたように，設定者の事業の種別および取引の
態様により客観的に決まるということができよう。
設定者による「通常の事業の範囲」を超えた処分とは何かが正しく認識
されていないと，次の❠の問題の判断においても混乱を生ずるであろう。
❠ 設定者による「通常の事業の範囲」を超えた処分の効力と第三者の
保護 この点については，部会資料⚒⑶の提案は，「通常の事業の範囲」
を超えた処分として，主に集合動産を構成する動産を一般的に許容される

19) 鎌田薫ほか編・民事法Ⅱ139頁〔古積健三郎〕〔日本評論社・2005年〕，池田雅則「判例
評釈〔最判平成18年⚗月20日〕」民法判例百選Ⅰ〔第⚘版〕200頁〔有斐閣・2018年〕参
照。

20) 道垣内弘人・非典型担保法の課題122頁注17）〔有斐閣・2015年〕。
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取引価格で通常の取引よりも大量に販売することを前提としてなされてい
るように思われる。この前提が正しければ，部会資料の提案も第13回会議
における議論も，成り立ちうるであろう。
しかし，❟で述べたように，「通常の事業の範囲」を超えた処分として

は，危機時点での投げ売り，無償譲渡，抜け駆け的な債権回収に応じた処
分などに限るべきだということになると，部会資料⚒⑶の提案は，妥当性
を欠くといわざるを得ない。
ここでは，後者の考えを前提に，設定者は集合動産を構成する一定種類
の商品を販売することを事業としている会社であるが，その会社が第三者
に事業資金が逼迫したため投げ売りをしたというケースを例として，部会
資料の提案を検討する。
私は，このような当座の資金を獲得するための投げ売りのケースは，設
定者による一般的に許容される取引価格での大量の販売や消費者を対象と
した大バーゲンセールとは異なり，「通常の事業の範囲を超えた処分」で
あり，設定者は譲渡担保権の負担のない動産として処分する権限を有しな
いのであるから，相手方は譲渡担保権の負担のある動産を取得すると考え
る。したがって，譲渡担保権者は譲渡担保権に基づいて相手方に対して投
げ売りされた動産を集合動産の所在場所へ返還するように請求できる
（もっとも実際には買い受けた業者はさらに転売することが多いから，返還の実現

は極めて困難である）。相手方の保護は，民法192条の即時取得によりなされ
ることになり，即時取得が認められれば，相手方は譲渡担保の負担のない
動産を取得する。案としては，【案 13.2.2.3】が適切であるということに
なる。無償譲渡（贈与）の場合も，考え方としては同じである。
❡ 設定行為に別段の定めがあるときと第三者の保護 部会資料⚒⑴
アは，設定行為に別段の定めがあるときは，設定者は，通常の事業の範囲
内での処分権とは異なる処分権を有するとする。
部会資料⚒⑴アただし書により，担保権設定当事者間で設定者の処分権
限につき「通常の事業の範囲内」とは異なる範囲の処分権限が定められた
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場合，これを債権的合意に過ぎないとみるか，第三者にも対抗し得る物権
的合意と見るかが問題となる。部会資料は，この点について見解の対立が
あるとし，第13回会議においても，物権的効力を認めても差し支えないと
する意見も見られるが（⑶の⑧の佐久間委員），私は次のように考える。
第⚑に，❞で述べたように，設定者は通常の事業の範囲内で個別動産を
処分することができるということは，構成部分の変動する集合動産譲渡担
保という物権の内容としてとらえるべきである。したがって，設定当事者
の合意により設定者の処分権限を通常の事業の範囲内での処分権限より狭
いものとしたり広いものとしたりした場合，これを第三者に対抗すること
ができるものとする（物権的効力をもたせる）ためには，その旨の公示方法
が必要であるというべきである。しかし，集合動産譲渡担保においてはそ
のような公示方法は用意されていないから，当事者間のかかる合意は当事
者間でのみ有効な債権的効力を有するに過ぎないとみるべきことになる。
このように考えれば，部会資料⚒⑴アただし書は，「設定行為に別段の
定めがあるときは，その定めに従う。」とするが，これではこのような別
段の定めが物権的効力を有すると理解される可能性があるから，このよう
なただし書の規律を置くことは適切ではないと考える。
第⚒に，しかしながら，そもそも設定者の処分権限を通常の事業の範囲
内より狭いものとしたり広いものとしたりする合意としてどのようなもの
が考えられるか検討してみる必要があるのではなかろうか。
❟で見たように，設定者による「通常の事業の範囲」を超えた処分と
は，危機時点での投げ売り，無償譲渡，抜け駆け的な債権回収に応じた処
分などである。そこで，例えば，集合動産の構成部分である個々の商品の
うち500個を第三者に贈与する権限を譲渡担保権者が設定者に与えたとき
は，この500個については，集合動産の構成部分から除外したものとして，
贈与を受けた者は譲渡担保の負担のない動産を取得できると解すればよい
であろう。
｢通常の事業の範囲内」とは異なる処分権限が与えられる例として，部
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会資料は，具体的な数量を用いて，「残りの個別動産が●●個を下回らな
い範囲で」処分権限を認める場合などが考えられるとしている21)。しか
し，❟で述べたように，これは担保価値維持義務の問題であり，担保権設
定当事者間で債権的効力しか有しないので，買手が善意か悪意かにかかわ
らず，通常の事業の範囲内で買い受けた買手の動産の取得には影響を与え
ないと考える（【案 13.2.2.2】は買い手の善意を要求するが，善意を要求しない
【案 13.2.2.1】の前段と結果的には同じになる）。また，設定者の処分権限を通
常の事業の範囲より狭いものとする合意としては，例えば，取引の相手方
を従来からの顧客に限定することなども考えられるかもしれない。しか
し，集合動産譲渡担保権者としては，設定者の事業の維持や発展を期待し
て融資をするのであるから，通常の事業の範囲よりも狭い範囲で設定者の
権限範囲を定めるということは，これと矛盾する行動であるから，このよ
うな合意はなされないのではないかと思われる。仮にこのような合意がな
され，このような合意に反する処分がなされても，このような合意は債権
的効力を有するに過ぎず，通常の事業の範囲内の処分である以上，相手方
は，合意につき善意悪意を問わず担保の負担のない動産を有効に取得でき
ると考える。
以上の検討の結果，設定行為に別段の定めがあるときの第三者の保護に
関する【案 13.2.2.1】から【案 13.2.2.3】については，次のようにいえ
るのではなかろうか。

【案 13.2.2.1】前段は，設定者による商品の販売の場合に，⚑か月の販
売量を限定するというような合意であれば，通常の事業の範囲内の処分で
あるのでそれでよいが，規定を置くまでもない。設定者の商品の一定数量
の無償譲渡の場合は，通常の事業の範囲内における処分にそもそも当たら

21) 部会資料13 11頁。なお，部会資料13は，設定者の処分権限を一切認めない合意につい
て一律に否定することはしていないが，公序良俗に反して無効となる場合がありうるとし
ている。
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ないから，適用されない。
【案 13.2.2.1】後段も，前提にあるのは通常時と比べて大量の販売がな
されたというような場合ではなかろうか。そうであれば，これは通常の事
業の範囲内の処分の問題となる。商品の一定数量の無償譲渡や投げ売りの
場合，これらは通常の事業の範囲内に含まれないのであるから，これらに
ついては適用の余地はない。相手方の保護は，即時取得によることにな
る。
【案 13.2.2.2】も，前提にあるのは通常時と比べて大量の販売がなされ
たというような場合ではなかろうか。設定者の商品の一定数量の無償譲渡
や投げ売りの場合は，通常の事業の範囲内における処分にそもそも当たら
ないから，適用されない。相手方の保護は，即時取得によることになる。
要するに，【案 13.2.2.1】，【案 13.2.2.2】も，通常の事業の範囲を超え
る処分として，通常の販売量を超える大量の販売がなされたときを主に想
定して，規律を置こうとしているのであり，多くの学説のように，通常の
販売量を超える大量の販売も，通常の事業の範囲内の処分であるとする立
場からすれば，これらの規定は必要ないということになろう。
相手方が，投げ売りや無償譲渡の対象となる個別動産につき，集合動産
譲渡担保権の設定がなされていることを知らず，また知らないことにつき
過失がなく，個別動産を譲り受けることもありうる。この場合には，即時
取得の要件（民192条）を満たせば，譲渡担保の負担のない個別動産を取得
できるとすることが妥当であろう。したがって，特則を設けないとする
【案 13.2.2.3】が適切であると考える。

⑸ 設定者に対する一般債権者による設定者の処分権限の範囲内の
動産の差押え

⒜ 部会資料⚓
部会資料⚓「第 1 集合動産・集合債権の担保化」「⚕設定者の債権者
による差押え」には，集合動産が担保権の目的である場合には，設定者の
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債権者が特定範囲に含まれる個別動産を差し押さえたとしても，設定者が
当該個別動産を処分・逸出させる権限を有するときは，集合動産譲渡担保
権者は，これに対して第三者異議の訴えによってその不許を求めることが
できず，また，配当要求をすることができないものとしてはどうか，とい
う提案があった22)。この提案は，通常の営業の範囲内であれば，設定者
は，集合動産を構成する個々の動産を譲渡担保の負担なしに第三者に譲渡
できるとする考え方と共通するものがある。この問題については，部会資
料13では取り上げず，担保権の実行に関して取り上げる予定であるとして
いるが23)，拙稿は，部会での議論に⚒か月ほど遅れて公開される議事録等
をベースに検討しており，どうしても部会資料の後追いになってしまうの
で，この問題をここで簡単に取り上げておくことにする。

⒝ 部会資料の（説明）
部会資料⚓第 1 5 の（説明）は，次のようなものであった24)。
まず，（説明）は，設定者の債権者による差押えの可否については，担
保権が個別動産に及んでいるかなどの理論的な立場から直ちに結論が導か
れるのではなく，結論の妥当性の観点から検討する必要があるとする。
そして，ⅰ集合動産譲渡担保においては，設定者は通常の営業の範囲内
で個別動産を処分・逸出させることができ，それを譲渡担保権者は阻止す
ることができない。設定者の債権者が，当該個別動産について設定者に処
分権限がある個別動産を差し押さえた場合に，譲渡担保権者に第三者異議
の訴えが認められるとすると，上記との均衡を失する。ⅱ実際にも，少額
の債権を担保する目的で多額の集合動産に譲渡担保権の設定を受けること
により，差押禁止財産の創出を認めることになり，不都合があるように思
われる。ⅲ通常の営業の範囲内の動産が設定者の債権者により差し押さえ

22) 部会資料 3 18頁。
23) 部会資料13 12頁。
24) 部会資料 3 18頁以下。
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られた場合，譲渡担保権者が第三者異議の訴えにより執行を排除できない
とすると，譲渡担保権者の利益が害されるようにも思われるが，他の債権
者の差押えを期限の利益喪失事由としておくことで，差押えがあった場合
は，自ら実行に着手して設定者の処分権限を失わせることもできるから，
問題はないであろう。
以上のような部会資料⚓の提案は，その（説明）にもあるように25)，ほ
ぼ道垣内教授の集合物論徹底説26)に依拠したものである。

⒞ 第⚔回会議における議論
この問題については，第⚔回会議で議論があり，以下に見るように，提
案に反対する意見が多数であった27)。①債権者の差押えによって逸出す
ることが，通常の営業の範囲といえるか疑問の余地がある，期限の利益喪
失条項により譲渡担保権の実行ができるとしても，差押えにより目的動産
が逸出しているときには，不利益が生じうる（法務省・大塚智見関係官），
②目的物の買主とは違って，差押債権者は債権者だから，弁済の問題で
あり，両者を同じように扱うのは難しいのではないか，対抗要件を具備し
た集合動産譲渡担保権者は，差押債権者に勝てるというのを基本原則にす
べきではないか（青木則幸幹事），③差押債権者と目的動産の買主とは立場
が異なるのだから別に扱っても問題はない，一般債権者の差押えに対して
集合動産譲渡担保権者が勝てないということになると，何のために担保の
設定を受けたのかということになる，期限の利益を喪失させて実行すれば
よいという考えもあるが，一般債権者が差押えをしてきたときに，担保権
者としては事業者の生きている事業を止めないまま自らの利益を確保する
手段が必要である（中小企業庁・遠藤幹夫幹事），④通常の処分は，価値を
下げるような処分行為ではないのに対して，差押えは担保価値が毀損する

25) 部会資料 3 18頁。
26) 道垣内・前掲注 8 ) 担保物権法〔第⚔版〕334～337頁，345頁。
27) 第⚓回会議議事録17～21頁。
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ことになるので，両者はその性質が異なる，期限の利益喪失によって担保
権を実行すればよいということにはならず，債務者会社が生きながらえる
のならば，それを支援するという仕組みも重要である（経営コンサルティン
グ会社代表取締役・大西正一郎委員），⑤遠藤幹事や大西委員と全く同じ意見
である（尾﨑幹事），⑥担保権設定者に処分権限があるかどうかによって
差押えの有効性が変わってくるというのは，非常に難しいルールである，
個別動産譲渡担保か集合動産譲渡担保かにかかわらず，差押えに対して譲
渡担保権者は配当要求をなしうるほか，余剰がないときは第三者異議の訴
えを認めるということでよいのではないか（藤澤幹事），⑦集合動産の一
部が差し押さえられたとき，集合動産譲渡担保権者は，被担保債権の全額
について主張するので，余剰があるという事態はほとんど生じないのでは
ないか（道垣内部会長）。

⒟ 検 討
私も，第⚔回会議の多数意見と同様に，この提案には賛成することはで
きない28)。⑷⒝❞で述べたように，集合動産譲渡担保において，設定者が
通常の事業の範囲内では，集合動産譲渡担保の目的である集合動産を構成
する個別動産を第三者に有効に譲渡し，譲受人は譲渡担保の負担のない動
産を取得できるとしているのは，集合動産譲渡担保においては，設定者が
集合動産を構成する個々の動産を売却しまた新たに個々の動産を買い入れ
て，事業を維持・展開しながら被担保債権を弁済していくことが前提と
なっており，他方で，道垣内説とは異なり，判例・多数学説は，集合動産
譲渡担保の効力（対抗力を含む）は個別動産にも及ぶと解しているからで
ある。それに対して，一般債権者による集合動産を構成する個別動産への

28) 生熊・前掲注 8 ) 担保物権法〔第⚒版〕342頁以下。私は，拙稿「動産譲渡担保権・留
保所有権の法的構成・優劣および集合動産譲渡担保の対抗力について」立命館法学395号
（2021年）107頁以下において，動産・債権を中心とした担保法制に関する研究会報告書に
ついてではあるが，同様の提案に対して，賛成できない旨を述べておいた。
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差押えは，設定者の責任財産に対する一般債権者による強制執行の問題で
ある。道垣内説のように，集合動産譲渡担保の効力（対抗力を含め）は，
集合物に及ぶだけでそれを構成する個別動産には及ばないというのであれ
ば，設定者に対する一般債権者による個別動産への差押えに対して譲渡担
保権者は第三者異議の訴えや配当要求をなし得ないということになるが，
判例・多数学説は，集合動産譲渡担保の効力（対抗力を含む）は個別動産
にも及ぶと考えているのであるから，個別動産への一般債権者による差押
えに対して集合動産譲渡担保者は優先権を主張して第三者異議の訴えまた
は配当要求をなしうるということになる。設定者に対する一般債権者によ
る通常の事業の範囲内の個別動産への差押えであれば集合動産譲渡担保権
者は優先権を主張しえないということにはならないのである。

⚔ 集合債権譲渡担保における設定者の権限

⑴ 部会資料13
部会資料13第 2「 3 集合債権を目的とする担保権を設定した設定者の
権限」は，次のように提案する29)。

｢⑴ 譲渡担保の目的債権が特定範囲によって特定され，特定範囲に現に
発生していない債権を含むもの（以下「集合債権」という。）である
場合においては，設定者は，通常の事業の範囲内で，その特定範囲に
含まれる債権の取立て，譲渡及び相殺，免除その他の債権を消滅させ
る行為をする権限を有するものとし，ただし，設定行為に別段の定め
があるときはその定めに従うものとしてはどうか。
⑵ 設定者が⑴の権限の範囲を超えて取立て，譲渡，免除等をした場合
の譲受人及び債務者については，保護規定を設けないものとしてはど
うか。」

29) 部会資料13 16頁。
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⑵ 部会資料の13の（説明)30)

⒜ 設定者の権限
部会資料⚓の第 1 3 では，集合債権譲渡担保の設定者の権限につき，
権限の範囲内における債権の処分の権限及びその弁済又は対価として受け
た金銭の等の利用の権限を有するものとしていたところ，弁済又は対価と
して受けた金銭等の利用の権限について，権限の問題なのではないのでは
ないかという意見があった。提案の趣旨は，設定者が自らのために債権の
取立てや譲渡を行うことができ，その結果，弁済や対価の支払として受け
た金銭等を担保権者に引き渡す必要はなく，自ら利用できるということを
明確にする趣旨であったが，取立て等の権限と弁済金等の返還の要否は並
列の関係ではないことから，本文では，弁済金等の利用の権限について
は，さしあたりは言及していない。もっとも，弁済金等を設定者が使用す
ることができるという部会資料⚓の実質を変更する趣旨ではない。
部会資料13第 2 3 ⑴の別段の定めがあった場合，集合動産譲渡担保の
場合と同様，①権限の範囲について合意があった場合にこれを超えて債
権譲渡が行われたとき，それを譲り受けた第三者との関係，権限の範囲を
超えて設定者が弁済を受領した場合の弁済の効力などが問題となる，②
一般債権者による差押えの問題，③設定者について倒産手続が開始され
た場合における管財人又は再生債務者との関係などの点について問題とな
る。

⒝ 買主・第三債務者の保護
設定者により権限の範囲を超えた取立て等がされた場合にその相手方の
保護が必要とならないか，具体的には，権限の範囲を超えて債権譲渡がさ
れた場合に，権限の範囲を超えたことについて善意の譲受人を保護する必
要はないか，権限の範囲を超えた取立て（例えば取立額の範囲について合意

30) 部会資料13 16頁以下。
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がある場合に，その額を逸脱して取立てをしたという事案等）や免除がされた場
合に債務が消滅したと信頼した債務者（担保権設定について債務者対抗要件を
具備している場合）を保護する必要がないかなどが問題となる。本文では，
動産と異なり，即時取得制度が存在しないので，債権譲渡の譲受人が保護
されなくても不合理ではないので，保護規定を設けないことにしている。
また，債務者対抗要件が具備されている場合には，設定者から免除を受け
た債務者を保護する必要はないと思われる。
なお，本文⑵は，通常の事業の範囲内という原則的な権限の範囲を超え
た場合だけでなく，当事者の特約によってこれと異なる範囲が定められて
いた場合にも妥当するという趣旨である。

⑶ 第13回会議における議論31)

これについても種々の意見が表明されたが，集合動産譲渡担保の場合と
は，かなり異なる捉え方が見られる。①設定者の権限の内容につき分け
て規律することも考えられる，取立権については，プロジェクト・ファイ
ナンスのような長期的な分割返済約定付きのファイナンスの場合には，取
立金をもって設定者が予定された約定返済を行うことができるということ
を前提として担保権者が設定者に対して取立権限を付与することになるの
ではないか，ボロイングベース管理型の ABL のようなファイナンス手法
の場合には，担保目的債権が所定の残高を上回っている場合には，通常の
営業の範囲内において取引（ママ）権限が与えられるという設計は実務に
かないそうである，債権の譲渡については，処分によって資金化すること
はあまり想定されておらず，それが通常の事業の範囲内というのはかなり
狭い，相殺や免除についても通常の営業の範囲内というのはかなり狭いの
ではないか（本多委員），②循環型で取立権が設定者に残されている形の
債権譲渡担保が原則形態であるとする一つの選択肢が部会資料に示されて

31) 第13回会議議事録42～45頁。
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いるという理解はできる，他方，プロジェクト・ファイナンスのような累
積型は，集合債権ではなく，個別債権の束としての債権譲渡で行うという
振り分けは，それなりに合理的ではないか，債権の場合は，取立ては基本
的な事業活動の範囲ということになるが，債権の譲渡とか担保権の設定は
通常の事業の範囲の中で認められているわけではないので，動産と債権と
では規定の仕方を変えていく必要がある（片山委員），③この資料は，累
積型の場合は，設定者に債権の取立てはさせない，担保権者が全て取り立
てるというタイプの別段の定めがあるものを認める，債権譲渡における原
則的な状態に戻す定めを認め，これに全面的な効力を認めると考えている
のではないか，この場合，被担保債権の任意弁済は債務者に対しては求め
ないことになる（阿部幹事）。

⑷ 検 討
部会資料13第 2 3 ⑴が，「設定者は，通常の事業の範囲内で，その特定
範囲に含まれる債権の取立て，譲渡及び相殺，免除その他の債権を消滅さ
せる行為をする権限を有するもの」とするとしている点が問題になる。

⒜ 通常の事業の範囲内での特定範囲に含まれる債権の取立権限
部会資料の想定している集合債権譲渡担保は，典型的には一定の商品に
つき取引を行う中小業者が，商品を取引先に売買して売買代金債権を取得
しその代金債権の回収を図りながら事業を行っている場合に，金融機関等
から融資を受けるに当たって，これらの売買代金債権および今後取得する
であろう売買代金債権をまとめて担保として提供するといったものである。
この場合には，設定者が「通常の事業の範囲内で，その特定範囲に含ま
れる債権の取立て」ができないと，設定者は，事業を維持・展開し，融資
を受けた金銭を返済していくことができないから，集合債権譲渡担保にお
いて，設定者に通常の事業の範囲内で個別債権の取立て権限が認められる
ことは，当然のことであるといえよう。そして，設定者が取り立てた金銭
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を設定者は自らのために利用することができる。
弁済期の到来した債権の設定者による大量取立て，例えば，ある月に通
常月と比べて個別の売買代金債権が大量に弁済期を迎えたとき，設定者は
これらを全て取り立てることができるか。このような場合，「通常の事業
の範囲内」との関係が問題になるかもしれないが，弁済期の到来した債権
の取立ては，「通常の事業の範囲内」の取立てと考えてよいと思う。
これに対して，⑶①で本多委員の挙げられるプロジェクト・ファイナン
スやボロイングベース管理型の ABL のようなファイナンスなどは，より
複雑・高度な担保方法であり，融資の当事者間でその内容が様々に取り決
められているから，部会資料の提案は当てはまらないというべきであろう。
また，⑶③で阿部幹事が述べられているのは，集合債権を債権者に譲渡
して，債権者が個別の債権を取り立てていき，設定者に個別の債権の取立
権を認めない，債権者も設定者に対して債務の弁済を求めないというもの
であるから，これは集合債権をもってする代物弁済というべきではなかろ
うか32)。部会資料では，集合債権を目的とする担保について取り上げてい
るのであるから，このタイプのものは，部会資料13 第 2 3 ⑴のただし
書の「設定行為に別段の定めがあるとき」には含まれないであろう。

⒝ 通常の事業の範囲内で，その特定範囲に含まれる債権の譲渡及び
相殺，免除その他の債権を消滅させる行為をする権限

部会資料13は，これらについても設定者に権限があるとするようである
が，これについては疑問がある。
まず，設定者から第三者への売買代金債権の譲渡はどうか。売買代金債
権の譲渡は，売買代金債権の弁済期が大分先であるが，事業資金が逼迫し
ているようなときに，代金債権を名目額よりもかなり廉価で売買するよう
な形で行われる。前に典型例として挙げた，一定の商品につき取引を行う

32) 生熊・前掲注 8 ) 担保物権法〔第⚒版〕347頁以下，安永・前掲注 8 ) 講義物権・担保
物権法〔第⚔版〕475頁注23）。最判平成11年⚑月29日民集53巻⚑号151頁参照。
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中小業者の場合であれば，集合債権を構成する個別債権の譲渡は，通常の
事業の範囲内とはいえないのではないかと考える。もしこのような債権譲
渡が設定者の取引にとって合理的なものであれば，設定者は譲渡担保権者
に頼んで，当該債権を集合債権譲渡担保の対象から外してもらう必要があ
り，これは可能な場合もあるのではなかろうか。
売買代金債権をもってする買主が設定者に有する金銭債権との相殺や，
売買代金債権の免除なども，通常の事業の範囲内とはいえず，もしこのよ
うな相殺や免除が設定者の取引にとって合理的なものであれば，やはり当
該債権を譲渡担保権者に頼んで集合債権譲渡担保の対象から外してもらう
必要があり，これは可能な場合もあるのではなかろうか。
したがって，取立権限以外については，これを通常の事業の範囲内とす
ることは適切ではないから（⑶の②の片山委員の意見もほぼ同様ではないか），
これらについては特に規定を置かなくてよいのではないかと考える。

⒞ 通常の事業の範囲を超えた設定者による債務を消滅する行為と
第三者または第三債務者の保護

❞ 通常の事業の範囲を超えた債権を消滅させる行為 したがって，
私見によれば，設定者による通常の事業の範囲を超えた債権を消滅させる
行為とは，設定者が集合債権譲渡担保の構成部分である個々の債権を，弁
済期の到来より相当前に取り立てたり（これは，部会資料13の（説明）にも出
ている），免除したり，第三者に贈与したり，第三者に譲渡したりした場
合が考えられることになる（部会資料13は，免除，贈与，譲渡などには通常の
事業の範囲内のものもあるとする立場である）。
❟ 通常の事業の範囲を超えた債権を消滅させる行為と第三債務者また
は第三者の保護 設定者による通常の事業の範囲を超えた債権を消滅さ
せる行為は，設定者が権限を有しないでしたことである。
そこで，設定者が集合債権譲渡担保の構成部分である個々の債権を弁済
期の到来よりかなり前に取り立てた場合，取り立てに応じた第三債務者
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は，弁済の有効性を譲渡担保権者に主張できないということになり，ま
た，設定者から債務の免除を受けた第三債務者は債務の免除を譲渡担保権
者に主張できないということになろう。集合債権譲渡担保が設定された場
合，設定者から第三債務者に対して設定の通知と譲渡担保権者から設定者
に取立権限を付与していることの通知がなされているのであるから，これ
はやむを得ないことであろう。集合債権譲渡担保が設定されても，設定者
から第三債務者に対して設定の通知がなされず，第三債務者対抗要件が具
備されていなかったときは，これらの弁済や債務の免除は有効となり，譲
渡担保権者との関係は問題とはならない。
また，設定者が集合債権譲渡担保の構成部分である個々の債権を第三者
に贈与したり，第三者に譲渡したりした場合，これらも設定者が権限を有
しないでしたことであるから，第三者は個別の債権の取得を，集合債権譲
渡担保権者に対抗できないことになろう。集合債権譲渡担保が設定され，
設定者から第三債務者に対する確定日付のある証書（民467条⚑項），また
は，動産債権譲渡特例法⚔条⚑項による債権譲渡登記ファイルの譲渡登記
により第三者対抗要件を具備している以上，やむをえないことである（債
権の譲渡については，動産取引の場合のような即時取得の制度はない）。
以上は，何をもって設定者による通常の権限内の債務消滅行為と見るか
の点を除き，部会資料13の（説明）と同様である。

⒟ 設定行為に別段の定めがあるとき
部会資料13第 2 3 ⑴は，「設定行為に別段の定めがあるときはその定め
に従うものとしてはどうか。」としている。私見は，設定者は個別債権の
譲渡及び相殺，免除その他の債権を消滅させる行為をする権限を有しない
というものであるから，その前提を異にすることになりそうである。私見
からすれば，設定者は個別債権の譲渡，相殺，免除などをする権限を有す
るとすることも，別段の定めということになるかもしれないが，これらは
担保権設定当事者の合意により個別に集合債権譲渡担保の構成部分から外
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すという形で処理すればよいのではないかと考える。また，集合債権を構
成する個別債権の額を5000万円以上に維持することという別段の定めをし
ても，これは担保価値維持義務の問題であって，債権的効力しか有さず，
第三債務者の弁済によって残りの債権額が4000万円になったとしても，そ
の弁済は譲渡担保権者にも対抗できるというべきであろう。

⚕ 担保価値維持義務・補充義務

⑴ 部会資料13
部会資料13第 2「 4 担保価値維持義務・補充義務」は，次のように問
題提起をする33)。

集合動産譲渡担保及び集合債権譲渡担保について，「担保価値維持義務
や，特定範囲に含まれる動産又は債権が処分され又は逸出したときの補
充義務に関する規定を設けるかどうかについて，以下のような考え方が
あるが，どのように考えるか。」
｢【案 13.2.4.1】新たな規定に係る担保権の目的財産が集合動産又は
集合債権である場合には，正当な理由がある場合を除き，通常
の事業が継続されれば当該集合動産又は当該集合債権が有する
と認められる価値を維持しなければならない。

【案 13.2.4.2】特段の規定を設けない。」

⑵ 部会資料13の（説明)34)

集合動産譲渡担保や集合債権譲渡担保においては，設定者は処分権限の
範囲内で特定範囲に含まれる動産や債権等の処分ができるが，抽象的に
は，設定者は，担保権者に対し，新たな動産や債権を補充するなどによ
り，担保価値を維持する義務を負うと考えられる。

33) 部会資料13 17頁。
34) 部会資料13 18頁以下。
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【案 13.2.4.1】は，設定者に「通常の事業が継続されれば当該集合動産
又は当該集合債権が有すると認められる価値」を維持すべき義務があると
する提案をしている。これは，処分権限の範囲と担保価値維持義務のレベ
ルが対応していることから，「通常の事業」という共通の文言を用いるこ
とが望ましいと考えたからである。また，【案 13.2.4.1】は，「正当な理
由がある場合を除き」という要件を設けているが，これは，例えば，設定
者の財務状況が窮境にある場合において，事業の縮小に伴って担保の価値
が減少するときなどは，義務違反に当たらないとする趣旨である。
【案 13.2.4.2】は，担保価値維持義務や補充義務について特段の規定を
設けないことを提案するものである。これは，どのような場合に担保価値
維持義務や補充義務が生ずるか，どのような水準まで補充等が必要となる
かなどについては，【案 13.2.4.1】のように評価的な要素を含む要件を設
けざるを得ず，規定を設けても法律関係が必ずしも明確になるわけではな
いという観点や，これらの義務が設定者の処分権限の裏返しだとすれば，
設定者および担保権者間の合意に委ねれば十分だという観点に基づくもの
である。
【案 13.2.4.1】に対しては，その効果が実効的でないという批判もあり
得る。違反の効果が期限の利益の喪失に過ぎないとすれば，民法137条⚒
号で足り，そのような義務規定を設ける必要は乏しい。また，損害賠償を
認めるという考え方もあるが，被担保債権以上に損害賠償を認める必要性
も乏しい。
もっとも，本会議の審議では，倒産手続開始後において管財人や再生債
務者が義務に違反した場合における損害賠償請求権が財団再建や共益債権
として扱われるのであれば，実際上も意味があるという意見があった。担
保価値維持義務に関しては，判例（最判平成18年12月21日民集60巻10号3964
頁）は，権利質について，質権は別除権として取り扱われ，破産手続に
よってその効力に影響を受けないものとされていることなどから，質権設
定者が質権者に対して負う目的債権の担保価値維持義務を破産管財人が承
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継すると判示する。設定者に担保価値維持義務を課す【案 13.2.4.1】は，
担保の目的が随時変動するという集合動産譲渡担保や集合債権譲渡担保の
本質と結びついたものであると考えられるように思われる。この考え方を
前提とし，前記平成18年最判の判断を前提とすると，設定者について倒産
手続が開始された場合，担保価値維持義務は，担保権の効力に基づく義務
として破産管財人または再生債務者に対し承継されると考えることが妥当
である。このように考えると，前記のように，倒産手続開始後において義
務違反があった場合には，損害賠償請求権は財団債権（破産148条⚑項⚔号）

または共益債権（民再119条⚕号）になると考えられ，少なくともこの限り
では，義務違反の効果にも実際上も意味があると考えられる。
本会議の議論では，倒産後における担保価値維持義務・補充義務につい
ては，平時におけるのとは異なる内容とすべきであるという意見もあった
が，【案 13.2.4.1】においては，「正当な理由がある場合を除き」という
要件を設けており，この要件に該当するかどうかの判断に当たっては，設
定者の状況が考慮され，弾力的な判断が可能であると考えられる。
担保権者と設定者がデフォルト・ルールと異なる合意をしていた場合，
例えば，倉庫内の在庫の金額が500万円を下回ってはならないという合意
がなされていたとき，管財人または再生債務者が倒産手続開始後の処分を
行うに当たってこの合意に拘束されるか。これについては，担保権設定契
約上のコべナンツ条項等に基づく請求権は，担保権設定契約に当然伴う本
質的な請求権であるとはいえないから破産債権にとどまるとする説がある
（前記平成18年最判の調査官解説）。もっとも，デフォルト・ルールとしての
担保価値維持義務または補充義務は担保権に当然に伴うようにも思われ，
特約がある場合でも，管財人または再生債務者は担保価値維持義務または
補充義務を承継し，これに違反した場合は損害賠償義務を負うと考えるこ
とができるようにも思われるが，この点についてどのように考えるか。
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⑶ 第14回会議における議論35)

以下のように様々な意見が表明された。①部会資料によると，500万円
を下回ってはならない，500万円まで補充するという約定がある場合，500
万円のうち担保権に当然に伴う権利，デフォルト・ルールは財団債権なり
共益債権になる，それを超える部分のみが破産債権，再生債権になるとい
うことになるのではないか，もっとも担保権に当然に伴う権利の範囲が具
体的にどこまでなのかの判断は難しい（松下淳一委員），②担保価値維持義
務については，明文が必要というわけではないが，集合動産のように通常
の事業の範囲での持ち出しという特殊性のある担保目的物については，担
保価値維持義務を明文化することは意義があるのではないか，その中身は
管財人にも主張できることだと考えている（井上委員），③部会資料の担
保価値維持義務または補充義務は，通常の営業の範囲を超えた処分という
義務違反を前提としたものか，義務違反なく500を切ったという場合にも，
500に戻すという義務が物権的に存在していて，管財人にも対抗できる，
財団債権になるという立場なのか（道垣内部会長），④部会資料は，義務違
反があったときに限らず，一般的に一定の価値を維持しないといけないと
いうことを想定したもの（笹井幹事），⑤担保物ないしその価値を毀損あ
るいは減少してはいけないという義務は，集合物譲渡担保にも当然当ては
まるであろう，むしろこれについては何も規定を設けない方がよいのでは
ないか（横山委員），⑥担保の形態に応じた個別規定を置くというのが実
際的で，デフォルトの法定義務として担保価値維持義務ではなく補充義務
を認めるべきで，これをダイレクトに規定すべきではないか，フランスで
は，2021年の改正で，商法典上の在庫担保，在庫質は，民法典上の動産質
に一般化され，補充義務という形で収れんしている（片山委員），⑦ 〔②の
発言の補充〕商売が非常にうまくいって在庫が大きく減ったという場合
は，担保価値維持義務違反にはならない，事業継続が可能とは思えないよ

35) 第14回会議議事録 1～11頁。
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うな態様で叩き売りするとなると，担保価値維持義務に反するという趣旨
（井上委員），⑧叩き売りすることにより破産前に価値が減少した場合，そ
の部分は財団債権となるのか（道垣内部会長），⑨破産であればただの破産
債権，民事再生であればただの再生債権に過ぎないと思う（井上委員），⑩
部会資料13掲記の前掲最判平成18年は，倒産手続開始時点で存在していた
債権の額をその後の管財人の行為によって減少させてはいけないというこ
とを判断した判例であって，集合動産が倒産手続開始の時点で当初想定さ
れている量よりも減少したときに管財人が補充する義務を負っているか
は，この判例の射程外なのではないか（藤澤幹事），⑪担保価値維持義務，
補充義務を規定すれば目的を達成するのか，規定しなくても同じではない
か（道垣内部会長），⑫実務上再生なり破産等をしている身とすると，事業
の柔軟性からみても，確実に補充されねばならないという点には，違和感
がある（第一東京弁護士会・大澤加奈子委員），⑬担保価値維持義務が物権的
な義務だということであるならば，管財人にも承継されるということにな
るのではないか，再建型手続であって，通常の営業の範囲内で処分をし続
けるのであれば，その限りにおける補充義務は管財人も負っているのでは
ないか（片山委員），⑭片山委員は，補充義務につき規定を置くことに
よって物権的義務として再生型倒産手続における管財人に補充義務が承継
されると考えられているのか（道垣内部会長），⑮法定されている物権的な
義務であれば，管財人に承継されるということを前提に議論をしているつ
もり，補充義務といっても，100常に維持せよというのが平時であれば，
倒産時も100というのは，コベナンツによる担保価値維持義務であって，
その部分については承継されないと思う（片山委員），⑯債務者が義務違
反している状態で倒産手続が起こって管財人に承継されるといったとき
に，管財人がその義務を履行しなければならないということにもなるの
で，確認させていただいた（道垣内部会長），⑰会社更生等の場合だと，そ
の後の資金繰りが難しいことが予想される場合には，仕入れを一旦減らし
て資金確保に努めなければならない等の判断が合理的であるが，管財人と
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しての善管注意義務を果たす範囲で，担保価値維持義務としての補充及び
保管義務がある旨の文言を織り込めばよい（大西委員），⑱私は，担保価
値維持義務の観点からすれば100積んでいる必要があるという状態で倒産
手続が開始したのであれば，再生債務者であれ管財人であれ100積む必要
があるのであって，80しか積んでいなければ20積み増す必要がある，それ
は財団債権ないし共益債権になるという見解を採っていた，ただ倒産手続
開始前であれば100積む必要があったものが，倒産手続開始後の事業の再
生の様々な都合に鑑みて，80まで積めば十分な正当な理由があると解され
るとすれば，それ以上積み増さなくてもよいということになるだろうと解
して，原案に賛成していた（山本和彦委員），⑲破産手続の場合には，優先
権は80であって，100になるわけではないということでよいのか山本委員
に確認したい（道垣内部会長），⑳破産の場合には，正当な理由が非常に広
くなるので，積み増さなければならない事態は現実にはほとんど想定され
ない（山本委員），㉑破産手続開始前に20積み増さなければならないとい
う状態で破産債務者が義務を負っていた，破産手続が開始された場合に
は，20積み増さなければならない義務は，破産手続にも生きてくるのか
（道垣内部会長），㉒それはそうだと，それは破産債権になるのではないか
（山本委員），㉓義務はあるけれども破産債権になるということですね（道
垣内部会長），㉔今の議論を整理すると，補充義務として100から80に減ら
した場合，20補充する義務が発生したとすれば，この20を補充する義務は
倒産手続開始後には破産債権あるいは再生債権になる，もし100として事
業を継続していく場合には，倒産手続開始時に80になっていたとしても，
これは20戻すということが，これは財団債権になるかどうかは分からない
が，優先権が与えられる，ということになるのではないか（大塚関係官），
㉕再生手続の場合，通常の事業が継続されれば，その状態で補充をして
いかなければならない，破産手続の場合は，事業がそこで切れるので，足
りない部分について補充請求を破産債権として請求していけるにせよ，管
財人が破産手続の中でも補充しなければならないわけではない（道垣内部
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会長），㉖そのような整理をされた場合，そのようなものではないかと思
う，集合動産譲渡担保の場合，契約によってあるいは事業の流れによって
いろいろ変わってくるのではないか，それにつき本当に条文を入れられる
のかが疑問の大きなところであった（横山委員）。

⑷ 検 討
集合動産譲渡担保権設定者も，担保物権設定者として当然に担保価値維
持義務を負うと考えるべきであるが，担保権者との約定に基づき債権的担
保価値維持義務を負うこともある。設定者にこれらの担保価値義務違反が
生じたとき，倒産手続開始決定前と後とでどのような取扱いになるのか，
第14回会議では，種々の考えが披露されたが，決着には至っていないよう
に見える。

⒜ 設定者につき倒産手続が開始される前
❞ 担保価値維持義務違反に当たる場合 (α) 担保物権設定者とし
ての担保価値維持義務 設定者の行為が担保価値維持義務違反に当たる
か否かは，担保の目的物が特定している場合には，比較的容易に判断でき
るが，集合動産譲渡担保のように担保の目的である集合動産を構成する
個々の動産の入れ替わりが予定されている担保の場合には，集合動産を構
成する個々の動産がどのような場面でどの程度減少したら，担保価値維持
義務違反となるのかの判断は容易ではない（⑶の①の松下委員の見解参照）。
(β) 債権的担保価値維持義務 そこで，集合動産譲渡担保の場合に
は，設定者と担保権者との間で，一定金額（例えば1000万円）以上の集合動
産の価値または一定数量（例えば2000個）以上の集合動産を構成する個別
動産を維持すべきことが合意されることが多い。これは債権的担保価値維
持義務ということになる。この場合には，担保価値維持義務違反の有無の
判断は比較的容易である。
❟ 担保価値維持義務違反の効果 設定者に❞の(α)または(β)の担
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保価値維持義務違反があった場合の効果については，第14回会議において
は必ずしもはっきりさせられていない。例えば，担保価値維持義務として
集合動産の価値が常時1000万円分以上あることが約定されていた場合に，
集合動産の価値が400万円分しかなくなったとき，担保価値維持義務違反
の効果として，設定者は相当の期間内に1000万円分の価値になるまで個々
の動産を補充する義務を負うが，それがなされないときは，被担保債権に
つき債務者は期限の利益を喪失し，集合動産譲渡担保権者は，譲渡担保権
を実行できるという点については異論がないであろう（民137条⚒号）。ま
た，この例では，集合動産譲渡担保を実行しても，被担保債権額が900万
円であるとき400万円分しか回収できないので，譲渡担保権者は500万円分
を債務不履行に基づく損害として設定者に請求できることになろう（設定
者が物上保証人である場合に意味がある）。

⒝ 設定者につき倒産手続が開始された場合
❞ 破産手続開始決定がなされたとき 設定者につき破産手続開始決
定がなされると同時に破産管財人が選任される（破31条）。破産手続の目的
は破産債権者に対する公平な配当の実施であり，その目的実現のために，
破産法78条に基づき破産者から破産財団に属する財産の管理処分権を剝奪
して破産管財人に専属させ，その財産を配当実施のために換価処分させる
こととしている36)。
破産手続が開始されても，担保物権は別除権として破産手続によらずに
行使することができる（破⚒条⚙項・65条⚑項）。したがって，破産手続開
始決定時に集合動産を構成する個々の動産につき，集合動産譲渡担保権者
は，譲渡担保権の実行をすることができるから，破産管財人はこれらの動
産を第三者に譲渡する等の処分はできず，もし第三者に譲渡等をして譲渡
担保権者の被担保債権の回収を困難にしたときは，担保価値維持義務違反

36) 伊藤眞=田原睦夫ほか・条解破産法〔第⚓版〕641頁（弘文堂・2020年）。
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としてではなく善管注意義務違反としてその分につき譲渡担保権者は破産
管財人に損害賠償請求をなしうると解すべきではなかろうか（破85条）。こ
の損害賠償請求権は，財団債権となる（破148条⚑項⚔号)37)。
これに対して，⒜❟の例のように，担保価値維持義務として集合動産の
価値が常時1000万円分以上あることが約定されていた場合に，破産手続開
始決定時に集合動産の価値が400万円分しかなくなっていたとき，破産管
財人はその差額にあたる個々の動産を補充する義務は承継せず，設定者が
譲渡担保権者に対して負っていた500万円分の債務不履行に基づく損害賠
償請求権は，破産債権になるというべきであろう。
❟ 民事再生手続開始決定がなされたとき 民事再生法の目的は，破
産手続と異なり，「当該債務者の事業又は経済生活の再生を図る」ことで
あり（民再⚑条），手続進行中の再生債権者による権利の実行を制限しつ
つ，再生債務者の負債と財産を調査したうえで，再生債権の減免や弁済猶
予（権利の変更）の効果を有する再生計画を作成し，これに従い，再生債
務者が事業の継続によって得た収益等を原資として，変更後の再生債権を
一定期間で弁済するという方法がとられることになるから38)，民事再生手
続開始後も，再生債務者は，原則としてその業務を遂行し，またはその財
産を管理・処分する権利を有する（民再38条⚑項）。
民事再生手続が開始されても，担保物権は，別除権として原則として民
事再生手続によらずに行使することができる（民再53条⚑項・2項。ただし，
民再31条⚑項本文・2項，148～153条）。これらの点は，集合動産譲渡担保の
場合にもあてはまる。
再生債務者は，民事再生手続開始前に負っていた担保価値維持義務をそ
のまま負うというべきで，⒜❟の例のような場合，再生債務者は，集合動
産が1000万円分の価値になるまで個々の動産を補充する義務があるが，そ

37) 伊藤=田原ほか・前掲注 36) 条解破産法〔第⚓版〕690頁以下。
38) 山本和彦=中西正ほか・倒産法概説〔第⚒版補訂〕400頁以下〔笠井正俊〕（弘文堂・
2015年）。
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の義務を履行できないために譲渡担保権者が集合動産譲渡担保の実行によ
り優先弁済を受けられない部分については，債務不履行に基づく損害賠償
請求権として，再生債権となろう。
❠ 会社更生手続開始決定がなされた場合 再建型倒産手続である会
社更生手続は，窮境にある株式会社について，更生計画の策定（事業再構
築と財務再構築〔債務の免除・減額や期限の猶予など〕）およびその遂行に関す
る手続を定めること等により，債権者，株主その他の利害関係人の利害を
適切に調整し，これにより株式会社の事業の維持更生を図ることを目的と
する（会更⚑条）。会社更生手続開始決定がなされた場合は，裁判所により
更生管財人が選任され，更生管財人は，更生計画を策定し，更生管財人の
監督のもと計画が遂行される。更生会社の事業経営権，財産管理処分権は
更生管財人に帰属する39)。担保物権は，別除権とはならず更生担保権にな
り，更生計画の定めるところによらなければ，弁済をし，弁済を受けるこ
とができなくなる（会更⚒条10項・12項・47条⚑項）。
更生管財人は，上記のような立場にあるのであるから，更生手続開始決
定時において集合動産譲渡担保における担保価値維持義務に反して集合動
産の構成部分である個々の動産が減少していたとき，それを回復する義務
は承継せず，その減少部分は譲渡担保権者の損害として更生債権になると
いうべきであろう（会更⚒条⚘項）。

⒞ ま と め
集合動産譲渡担保においても担保権設定者に設定者としての担保価値維
持義務が認められるが，典型担保においては特段の規定が設けられていな
いし，規定を設けてもいかなる場合に担保価値維持義務違反になるかにつ
いては様々な考慮が必要であるから，明文の規定を置かないとする【案
13.2.4.2】が妥当であろう。実際には債権的担保価値維持義務の方が重要

39) 山本=中西ほか・前掲注 38) 倒産法概説〔第⚒版補訂〕470頁以下〔中西正〕参照。
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ではないか。また，担保権設定者の義務としての担保価値維持義務も債権
的担保価値維持義務も，破産管財人や更生管財人は承継しないと考える
（破産管財人等には前述のような特別の役割があるのだから，前者の担保価値維持

義務を物権的義務としてこれらの者に承継させるという考えは適切とは思えない）。
部会資料の（説明）は，前掲最判平成18年12月21日を引用し，これは，
質権設定者が質権者（質権の目的債権は，敷金返還請求権）に対して負う担保
価値維持義務を破産管財人が承継すると判示するものであるとするが，こ
の判例は，破産手続開始決定の時点で債務者に担保価値維持義務違反はな
かったが，破産手続開始決定後に，破産管財人の行為により質権の目的で
ある敷金返還請求権の発生が阻害されたという事案である。しかし，破産
管財人は，破産手続開始決定の時点で担保目的物の有する価値を減少させ
ない義務を負うが（これは，債務者の負っていた担保価値維持義務とは異なり，
破産法85条の善管注意義務というべきではなかろうか），破産手続開始決定の時
点で債務者が担保価値維持義務に違反してすでに減少させていた担保価値
を担保価値維持義務違反がない状態まで補充する義務は承継せず（⑶の⑩
の藤澤幹事も同様の考えであろうか），その分は設定者に対する損害賠償請求
権として破産債権になると考える。

⚖ む す び

以上，集合動産譲渡担保および集合債権譲渡担保の立案をめぐって，集
合物論・集合債権論，設定者に認められる通常の事業の範囲内での処分権
能，取立権能，担保価値維持義務などにつき，検討してきた。まだまだ議
論が沸騰していて落ち着く先が見えないでもないが，より良い方向での決
着が図られることを願うものである。
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